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計算書類に対する注記(法人全体用)

１．継続事業の前提に関する注記

該当事項なし

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　当該事項なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　・建物並びに器具及び備品
　　　　　定額法
　　　　　残存価額
　　　　　　平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については取得価格の10％ただし、耐用
　　　　　　年数到来時においても使用し続けている有形固定資産については、さらに備忘価額（
　　　　　　1円）まで償却を行っています。
　　　　　　平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産については、残存価額をゼロとし、償却累
　　　　　　計額が当該資産の取得価額から備忘価額（1円）を控除した金額に達するまで償却を行
　　　　　　っています。
　　　・無形固定資産　
　　　　　定額法
　　　　　残存価額　
　　　　　　残存価額ゼロとし、取得価額全額を償却対象としております
　　　・リース資産
　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金－当拠点区分で採用している熊本県退職共済制度に基づき、当期末における
　　　　熊本県退職共済制度への法人負担の掛金累計額を計上している。
　　　・賞与引当金　　－職員の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上している。

３．重要な会計方針の変更

　該当事項なし

４．法人で採用する退職給付制度

　当拠点区分は、独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度及び熊本県退職共済制度を採用している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

　　当拠点区分において作成する財務諸表等は以下のとおりになっている。
(1) 法人全体の財務諸表(第1号の1様式、第2号の1様式、第３号の1様式)
(2）事業区分別内訳表(第1号の2様式、第2号の2様式、第３号の2様式)
　　当法人は、社会福祉事業のみの実施のため作成していない。
(3）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第1号の3様式、第2号の3様式、第３号の3様式)
(4）各拠点区分別におけるサービス区分の内容
　ア　光明童園拠点区分（社会福祉事業）
　「児童養護施設　光明童園」
　イ　法人本部拠点区分（社会福祉事業）
　「法人本部」
　「フアミリーサポートセンター」
　「病児・病後児保育」
　「医療的ケア児保育支援事業」
　「見守り強化事業」
　ウ　湯出光明童園拠点区分（社会福祉事業）
　「湯出児童養護施設　光明童園」
　エ　児童発達支援センターにこにこ拠点区分（社会福祉事業）
　「児童発達支援センターにこにこなかま」
　「地域療育センター事業」
　「巡回支援専門整備事業」
　「放課後等デイサービスすまいる」
　「放課後等デイサービスはぐ」
　「保育所等訪問支援事業」
　オ　児童家庭支援センターオリーブの木拠点区分（社会福祉事業）
　「オリーブの木」
　カ　相談支援事業所にじいろ拠点区分（社会福祉事業）
　「特定相談支援事業」
　「障害児相談支援事業」



６．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
建物（基本財産） 205,282,009 0 11,984,368 193,297,641 
土地（基本財産） 27,638,396 0 0 27,638,396 

合 計 232,920,405 0 11,984,368 220,936,037 

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　該当事項なし

８．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
　　　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　 27,638,396円
　　　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　193,297,641円
　　　　　―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　220,936,037円
　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　　　　　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）24,178,000円
　　　　　―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　24,178,000円
　　

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物（基本財産） 455,324,872 262,027,231 193,297,641 
建物（有形固定資産） 7,161,182 3,882,597 3,278,585 
構築物（有形固定資産） 44,385,389 34,065,716 10,319,673 
車輌運搬具（有形固定資産） 32,685,410 27,151,494 5,533,916 
器具及び備品（有形固定資産） 45,400,394 37,910,082 7,490,312 
機械及び装置（有形固定資産） 7,290,856 6,476,204 814,652 
ソフトウェア（無形） 1,566,300 1,017,670 548,630 
リース資産（有形） 16,161,384 7,288,764 8,872,620 
リース資産（無形） 15,993,840 10,600,870 5,392,970 

合 計 625,969,627 390,420,628 235,548,999 

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

合 計

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

・・・・・・・・

１３．重要な偶発債務

該当事項なし

１４．重要な後発事象

　該当事項なし



１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
      要な事項

　該当事項なし


